第１号様式（第７条関係）
年　　月　　日　
（宛先）京都市長
[bookmark: _Hlk168582815]
京都市聞こえの応援事業助成金交付申請書兼請求書

　京都市聞こえの応援事業（加齢性難聴者の補聴器購入助成）実施要綱（以下「要綱」という。）第７条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。
申請に当たり、助成金交付の事務に必要な範囲で、京都市が申請者の住民基本台帳の登録状況、身体障害者手帳の交付状況を調査、閲覧すること、助成要件の適合状況の確認のため各関係機関に対して問い合わせることに同意します。
	申請者（助成対象者）
	ふりがな
	
	生年月日
	　　　　　年　　月　　日大正
・
昭和

　（満　　　　　歳）

	
	氏名
	
	
	

	
	住所
	〒
京都市　　　　区


	
	電話番号
	（　　　　　　）　　　　　－

	
	確認項目
	□　身体障害者手帳（聴覚障害に係るものに限る。）の交付を受けていない。
□　過去５年以内に本事業の助成を受けていない。

	助成金額
	購入費用
	アの１／２の額
	上限額
	交付申請兼請求額

	
	（ア）
	（イ）
	（ウ）
	(イ又はウのどちらか少ない額)

	
	円
	円
	３０，０００円
	円



振込先口座　　※　原則、申請者名義の口座を記入してください。
	金融機関名
	銀行・信用金庫
信用組合・農協
	本店・支店
出張所

	預金種別
	普通 ・ 当座
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義
	（フリガナ）

	
	


＜添付書類＞
　⑴　要綱第４条第１項第２号に規定する介護予防講座を受講したことが確認できる書類（第４条第２項又は同条第３項により要件を満たしたものとみなす場合は、当該要件を満たしことが確認できる書類）
⑵　協力医療機関の補聴器相談医又は補聴器適合判定医師が作成した意見書及び聴力検査結果の写し
⑶　対象補聴器販売店等で購入した補聴器購入に係る領収書の写し（店舗名、補聴器の購入日、価格が記載されているもので、⑵の意見書の内容に応じて購入した補聴器に係るものに限る。）
⑷　対象補聴器販売店等が作成した認定補聴器技能者又は言語聴覚士（協力医療機関で購入した場合に限る。）の氏名、購入した補聴器の医療機器認証番号、補聴器の調整実施日が確認できる書類
　⑸　要綱第４条第１項第４号に規定する介護予防プログラム等に参加したことが確認できる書類（第４条第４項により要件を満たしたものとみなす場合は、当該要件を満たしたことが確認できる書類）
　⑹　その他市長が必要と認める書類
